
いわゆる「幼稚園と保育所の一元化」について

文部科学省
１ 基本的な考え方

２ 幼稚園と保育所の一体的運営の促進

文部科学省では、厚生労働省と協力し、幼稚園と保育所の連携のため次のよ

うな措置を講じてきた。

○幼保の問題の背景として、幼稚園と保育所は、

「子どもに集団生活の中で充実した教育を受けさせたい」

「長時間子どもを預かってほしい」というそれぞれのニーズに応えてきた。

さらに、両方を同時に満たして欲しいというニーズも高まっており、どのよ

うにこれに対応するかが課題。

↓

○幼稚園と保育所の連携による一体的運営など、地方の実情に応じ、幼・保

の特性を生かしつつ多様な教育・保育サービスを提供できる柔軟な取組を推

進することが必要。

○施設の共用化指針の策定

幼稚園と保育所の施設の共用化等に関する指針 に基づき 全国１７１施設 平「 」 、 （

成１４年５月１日現在）で合築などの共用化を実施

○幼稚園教諭と保育士の資格の併有の促進

国立大学の保育士養成課程の拡充（Ｈ１１年度０校→１４年度９校 、保育士養成）

課程の弾力化で両資格を同時に取得できる養成課程を充実。

○教育・保育内容の整合性の確保

幼稚園教育要領、保育所保育指針の改訂に双方の関係者が参加することなどを通じ

て、内容の一層の整合性を確保

○幼稚園と保育所の連携事例集の作成

地域における幼保連携の取組に資する参考資料として、幼稚園と保育所の連携作成

事例集を作成し、インターネット上で公開

○構造改革特区における合同活動

構造改革特区において、幼稚園児と保育所児が合同の教育・保育を受けられるよう

にするための特例を措置



３ 地方における連携の取組の例

４．今後の対応

地方においては、幼稚園と保育所の一体化施設や、隣接する幼稚園と保育所の合同活

動の実施など、一体的運営が行われている。

＜年齢区分型＞

・０～２歳児が保育所、３～５歳児が幼稚園＋預かり保育

・保育料は、所得と保育時間（短時間または長時間が選択可能）に応じて設定。

（例）東京都千代田区（いずみこども園）など

＜合同活動型＞

保育所児が幼稚園児の教育課程時間に同じ教育を受ける。・

（教諭と保育士によるティーム保育により、交流保育を恒常的に実施）

（例）東京都台東区（石浜幼稚園、橋場保育所）など
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、 、 、○文部科学省としては 地方における取組を推進するため 厚生労働省と連携しつつ

①幼稚園教諭免許・保育士資格の相互取得の促進

保育士資格取得者が幼稚園教諭免許を取得しやすくする方策を平成１５年度

中に検討し、結論を得る。

②幼稚園と保育所の一体的運営の促進

特区の実践や各地域における連携の実態も踏まえ、地域の実情に応じた柔軟

な運営が可能となるような方策を検討する。



幼稚園と保育所の比較一覧

事 項 幼 稚 園 保 育 所

根 拠 法 令 学校教育法第１条 児童福祉法第７条

目 的 「幼児を保育し，適当な環境を与えて， 「日々保護者の委託を受けて，保育に欠

その心身の発達を助長すること」 けるその乳児又は幼児を保育すること」

（学教法第77条） （児福法第39条）

機 能 ・ 役 割 幼稚園は，満３歳から小学校就学の始期 保育所は，保護者の就労等により保育に

に達するまでの幼児を対象に教育を行う 欠ける乳児又は幼児等を保育する児童福

学校である。 祉施設である。ただし，３～５歳児に対

しては幼稚園教育に準じる教育が行われ

ている。

入園・入所の 就園を希望する保護者と幼稚園設置者の 保育に欠ける乳幼児をもつ保護者が保育

手続き 契約による。 所を選択し，市町村に申し込む。

教育・保育内容 幼 稚 園 教 育 要 領 保 育 所 保 育 指 針

（平成10年12月 文部省告示） （平成11年10月 児童家庭局長通知）

１日の教育 ･ ４時間を標準として各園で定める。 ８時間を原則とし，保育所長が定める。

保育時間 (39週以上) (約300日)

長 期 休 業 日 夏休み，春休み等の長期休業日がある。 長期休業日はない。

保護者の負担 設置者の定める入園料，保育料等を納め 市町村ごとに家庭の所得等を勘案して設

る。(家庭の所得に応じてその一部を減 定された保育料を納める。

免する就園奨励事業が行われている。)

運 営 費 設置者が負担する。(ただし，私立幼稚 運営に要する経費のうち，保護者からの

園に対しては，経常費助成が行われてい 徴収金を除く額の1/2を国が，1/4を都道

る。) 府県が，残り1/4を市町村が負担する。

教諭・保育士の 幼稚園教諭普通免許状 保育士資格証明書

資格 専修（大学院（修士）修了）
１種（大学卒）
２種（短大卒など）

施 設 数 １４，２７９ 園 ２２，２７２施設

入園・入所者数 １，７６９，０９６ 人 １，８７９，３４９ 人

（平成１４年５月現在） （平成１４年４月現在）

平成１４年度 ５０４億円 ４，７８０億円

予 算 額 （特別会計等含む）



幼稚園教諭と保育所保育士の比較

幼稚園教諭 保育所保育士

資格 幼稚園教諭普通免許状 保育士登録証への登録

※ １根拠法令 教育職員免許法 児童福祉法

指定保育士養成施設の卒業要件 ① 基礎資格（学位等）を有し、免許 ①

または法に定める単位を修得

②保育士試験合格専修免許状 修士（大学院修了程度）

一種免許状 学士（大学卒程度）

二種免許状 準学士（短大卒程度）

または

② 都道府県教育委員会が行う教育
職員検定合格

履修科目 （二種免許状の場合）

○教科に関する科目（４単位） ○教養科目（８単位）

・国語、算数、生活、音楽、図画工作及び ・外国語、体育、社会学、文学、哲学等

体育のうち一以上 の基礎教養科目

○教職に関する科目（２７単位） ○専門科目（６０単位）

・教職の意義等に関する科目 ・児童福祉

・教育の基礎理論に関する科目 ・社会福祉

・教育課程及び指導法に関する科目 ・小児保健

・生徒指導、教育相談及び進路指導に関す ・小児栄養

る科目 ・乳児保育

・総合演習 ・養護内容 等

・教育実習

○その他科目（８単位）

・日本国憲法、体育、外国語コミュニケー

ション、情報機器の操作

資格試験 試験はなし 保育士資格試験による取得が可能

科目 （受験資格規定有り）

○試験科目（８科目）
・社会福祉 ・児童福祉

・発達心理学及び精神保健
・小児保健 ・小児栄養 ・保育原理

・教育原理及び養護原理 ・保育実習

職 場 幼稚園 保育所・乳児院・母子生活支援施

設・児童養護施設・児童自立支援施

設・障害児施設

※１ 平成１３年１１月の児童福祉法一部改正により、平成１５年１１月２９日から施行（それまでは

児童福祉法施行令に規定）



就学前教育・保育の実施状況（平成１３年度）

区分 幼稚園 保育所※ その他 該当年齢人口

３歳児 ３８万人 ４１万人 ４０万人 １１９万人

（ ) ( ) ( ) ( )約 約 約32% 34% 34% 100%

４歳児 ６６万人 ４４万人 １０万人 １２０万人

( ) ( ) ( ) ( )約 約 約55% 37% 8% 100%

５歳児 ７１万人 ４３万人 ４万人 １１８万人

( ) ( ) ( ) ( )約 約 約60% 36% 3% 100%

合計 １７５万人 １２８万人 ５４万人 ３５７万人

( ) ( ) ( ) ( )約 約 約49% 36% 15% 100%

（ ）は該当年齢人口に対する割合

※ ０～２歳児は除く。

・・幼稚園については 「学校基本調査報告書」による。、

・保育所については 「社会福祉施設等調査報告 （厚生労働省）による年齢別児童数を、 」

学年齢別に換算。

・該当年齢人口については、小学校第１学年児童数（学校基本調査による）と出生数

（ 年次別出生数 （厚生労働省）による）から推計。「 」



幼稚園と保育所の連携について

これまでの取組

平成９年度から幼稚園と保育所の在り方に関する検討会において協議し、以下の取組を
行ってきた。
○施設の共用化指針の策定

平成１０年３月「幼稚園と保育所の施設の共用化等に関する指針」を策定し、施設・
設備の相互利用、園具・教具の相互使用、教員・保育士の合同研修等について指針を示
した。

○教育内容・保育内容の整合性の確保
、 、幼稚園教育要領 保育所保育指針の改訂に双方の関係者が参加することなどを通じて

内容の一層の整合性の確保を図っている。

○幼稚園教諭と保育士の合同研修及び資格の併有の推進
文部科学省の「幼稚園教育課程説明会」に保育所関係者が参加するとともに、厚生労

働省の「地域子育て支援センター担当者研修会」に幼稚園関係者が参加するなど、合同
研修を実施。また、資格の併有の推進のため、１３年度には、保育士の要取得単位数の
弾力化が行われたところ。

○幼稚園と保育所の連携事例集の作成
、 、文部科学省と厚生労働省の共同で 今後の取組に資する参考資料として提供するため

幼稚園と保育所の連携事例集を作成し、ホームページ上で公開している。
http://www.i-kosodate.net/jirei/index.html

今後の方向性

○「規制改革の推進に関する第２次答申」で提案された幼稚園教諭と保育士資格の相互取
得の促進については、保育士資格取得者が幼稚園教諭免許を取得しやすくすることについ
て検討し、平成１５年度中に結論を得ることとしている。

○特区において、幼稚園設置基準の特例を設けて、幼稚園の学級定員の範囲内で、保育
所等の幼児を受け入れて合同の教育・保育活動を実施し、教育効果を高めるとともに、
教職員の弾力的な配置を実現。

○平成１５年度予算において、下記の事項を計上。
◆就学前教育と小学校の連携の在り方の調査研究の実施

・幼稚園と保育所の保育内容の整合性の確保を図る。
・幼稚園、保育所、小学校の幼児児童の合同活動
・幼稚園教員と保育所保育士の合同研修

などを実施し、小学校との連携を踏まえた幼稚園・保育所の在り方を調査研究する。
◆幼保連携を含めた教員の資質向上
幼保連携の中核となる中堅教員に対する１０年目研修を適切に実施



幼稚園と保育所の連携

①幼稚園・保育所の施設の共用化
(平成１４年５月現在)

公 立 私 立 計

合 築 ４７(４２) １２(１１) ５９( ５３)

併 設 ２１(１７) ８( ５) ２９( ２２)

同一敷地内 ３７(３９) ４６(４１) ８３( ８０)

計 １０５ ９８) ６６(５７) １７１(１５５)(

（注１ （ ）内は、１３年５月現在。）

（注２ （１）合築施設）

合築施設とは、幼稚園と保育所が一つの建物にあり、廊下、便所などの

施設を両者が共有している施設をいう。

（２）併設施設

併設施設とは、幼稚園と保育所が一つの建物の中にあるが、玄関が別々

であったり、壁などによって仕切られている場合など両者が共有している

部分がない施設をいう。

（３）同一敷地内にある施設

同一敷地内にある施設とは、幼稚園と保育所は建物は別々であるが、一

続きの敷地内にそれらがあり、運動場などの敷地が柵、塀などによって完

全に仕切られていず、相互に利用できる施設をいう。

②幼稚園教員と保育士の養成

うち保育士養成所
幼稚園就職者数 保有率（％）

保育士資格取得者

９，３２９ ６，７２３ ７２．１

注１ 「幼稚園就職者数」は、平成１３年３月に大学等を卒業した者で、同年）

６月１日までに教員に採用（雇用）された者の数。

注２ 「保育士養成所保育士資格取得者」は、平成１３年３月に保育士養成所）

を卒業した保育士資格取得者のうち、幼稚園に就職した者の数。

保育士養成所
うち幼稚園免許取得者数 併有率（％）

保育士資格取得者数

３２，００３ ２７，０８７ ８４．６

注１ 「保育士養成所保育士資格取得者」は、平成１３年３月に保育士養成所）

を卒業した保育士資格取得者の数。



幼稚園における「預かり保育」について

＜概要＞

○ 各幼稚園においては、通常の教育時間（４時間）の前後や長期休業期間中などに、

地域の実態や保護者の要請に応じて、希望する者を対象に 「預かり保育」が行われ、

てきている。

○ 近年の女性の社会進出の拡大、都市化、核家族化などを背景として、多様化する保

護者のニーズに伴い 「預かり保育」への要望が増加しており、平成１４年６月現在、、

「預かり保育」を実施している幼稚園の割合は、約６１％となっている。

○ 「預かり保育」は、職業等をもっているが、子どもを幼稚園に通わせたいという保

護者に対する必要な支援策であるとともに、通える範囲に幼稚園しかないような地域

においては欠かせないものとなっている。

＜預かり保育実施園数＞

平成14年6月1日現在 平成13年6月1日現在 平成9年8月1日現在 平成5年10月1日現在区分

公立 1,711（30.2 ％） 1,302 22.7 ％ 330 ( 5.5 ％) 318 ( 5.2 ％)（ ）

私立 6,762（82.1 ％） 6,459 78.2 ％ 3,867 (46.0 ％) 2,541 (29.5 ％)（ ）

合計 8,473（61.0 ％） 7,761 55.4 ％ 4,197 (29.2 ％) 2,859 (19.4 ％)（ ）

＜支援措置＞

○ 私学助成（特別補助）

預かり保育推進事業 平成１５年度予算案 ２１億８，８００万円

（平成１４年度予算額 １８億７，２００万円）

○「 預かり保育』の参考資料」を作成し、全幼稚園と関係部局に配布。『



構造改革特区における幼稚園関連事項

（地方自治体からの第１次提案に基づき実施）

１ 幼稚園就園年齢の特例

（ ）現状

幼稚園に入園することのできる者は、満三歳から、小学校就学

の始期に達するまでの幼児とする （学校教育法第８０条）。

↓

（ ）特例

特区において、幼児が満三歳に達する年度の当初から幼稚園に

入園できるよう特例を設ける。

２ 幼稚園設置基準の特例

幼稚園の学級定員の範囲内で、保育所等の幼児を受け入れて合同の

教育・保育活動を実施し、教育効果を高めるとともに、教職員の弾力

的な配置を実現する。

（幼稚園設置基準第５条第１項の特例として、幼稚園教諭が保育士等

を兼務することができるようにする ）。

＜現状＞ 　
４月 ７月 １０月１月 ４月 ７月 １０月１月 ４月 ７月 １０月１月 ４月 ７月 １０月１月 ４月 ７月

○ －－－－－－１歳 －－－－－－２歳 －－－－－－３歳 －－－－－－－－
○ －－－－－－１歳 －－－－－－２歳 －－－－－－３歳 －－－－－－

○ －－－－－－１歳 －－－－－－２歳 －－－－－－３歳 －－－－
↑満３歳の誕生日から入園できる。

＜特例＞
４月 ７月 １０月１月 ４月 ７月 １０月１月 ４月 ７月 １０月１月 ４月 ７月 １０月１月 ４月 ７月

○ －－－－－－１歳 －－－－－－２歳 －－－－－－３歳 －－－－－－－－
○ －－－－－－１歳 －－－－－－２歳 －－－－－－３歳 －－－－－－

○ －－－－－－１歳 －－－－－－２歳 －－－－－－３歳 －－－－
↑満３歳に達する年度の当初から入園できる


